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新型コロナウイルスが産業界にもたらす変化 

1．新型コロナウイルスの需要・供給面への影響と産業界にもたらす変化 

• 新型コロナの感染拡大は、需要面・供給面の両側面に大きな影響を与えており、今後の産業界は変化せざる
を得ない状況にある。内外需の減少やサプライチェーンの寸断などにより、多くの業界では事業再構築の必
要性が高まる。 

• また、テレワークや電子商取引（EC）の増大など消費者の行動変化の定着により、「遠隔・非接触」を前提とし
た成長投資が加速する（図表1-1）。 

• 供給面では、稼働停止による業績影響が大きく、人手の必要な自動車・スマートフォンなど部品・製品組立が
減少した。需要面では、移動制限による店舗への客足減少により日用品を除く小売業などが大幅に減少し、
川上では在庫が大きく増加した。特に、自動車産業では世界的規模で工場の稼働停止が続く。国内は、感染
拡大を受けた稼働停止例は少ないものの、海外からの部品供給の寸断・海外市場の低迷など需給の両面か
ら影響を受けている（図表1-2）。 
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図表1-1 新型コロナウイルスが産業界にもたらす変化 
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図表1-2 主要産業における需要面・供給面への影響 
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2．サプライチェーン再構築の必要性と成長が加速する分野 

• リーマンショック以降、円高を背景に自動車産業の海外生産が急速に進展。東日本大震災時には国内サプラ
イチェーンの分断が起きたことから、サプライチェーンを海外にも分散してきた（図表2-1）。 

• 今回の新型コロナにより、海外企業が生産する一部部品の調達が不能になったこと、および、海外複数拠点
で生産が制約された場合、調達不能になるリスクが顕在化した（図表2-2）。 

• 新型コロナは、潜在的な課題を顕在化させ、構造改革や業界再編を一気に加速させる可能性がある。 

• 特に、自動車業界では、 「100年に一度の変革期」が到来したと言われ、電動化・自動化に対応する「CASE
（Connected Autonomous Shared Electric）」が重要戦略として推進されていた。また、米中貿易摩擦

などで既に市場の減速が始まっていた。 

• このような状況下で発生した新型コロナは、自動車業界を始めとしたあらゆる産業の大規模再編を加速させる
可能性が高い。 

• 一方で、今回の危機の深刻化・長期化により、ECやテレワークなどの「遠隔・非接触」技術を用いた製品・
サービスの利用が急増している。 

• 今後、新しい投資が行われ、社会・産業構造そのものの転換が加速する可能性があるだろう（図表2-3）。 
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図表2-2 現状の課題と今後想定される対策 

対策 ：部品標準化、どの拠点でも代替生産ができる体制の構築 

図表2-3 構造転換の分類と予想される社会の変化 
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